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関連する制度改正について 
【平成27年５月】 

 医療保険制度改革（持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の成立） 

   持続可能な医療保険制度を構築するため、医療保険制度の財政基盤の安定化、負担の公平化等の措置を講ずる。 

 ・後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入（27年度：1/2 ⇒ 28年度：2/3 ⇒ 29年度：全面） 

 ・協会けんぽへの国庫補助率を当分の間16.4％と定めるとともに、法定準備金を超える準備金に係る国庫補助特例減 

【平成27年6月】 

 経済・財政再生計画（経済財政運営と改革の基本方針2015） 

 ・2020年度までの基礎的財政収支の黒字化に向けて、これまで3年間の社会保障関係費の実質的な増加が高齢化による増加分に相当する伸び（1.5兆   

  円）となっていること等を踏まえ、その基調を2018年度まで継続していくことを目安とする。 

【平成28年9月】 

 消費増税の延期法案（社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の

法律等の一部を改正する法律案） 

 ・消費税率の10％への引上げの施行期日を変更（平成29年4月1日⇒平成31年10月1日）する法案の提出 

【平成28年10月】 

 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大 

 ・社会保険における格差是正や女性の就業意欲の促進等の観点から、それまで週30時間以上とされていた加入要件について、従業員501人以上の企業にお  

  いて、週20時間以上、月額賃金8.8万円以上といった要件に見直し 

【平成29年6月】 

 経済財政運営と改革の基本方針2017 

 ・平成30年度は、経済・財政再生計画における集中改革期間の最終年度であり、改革工程表にのっとって経済・財政一体改革を加速する。改革に当たっては、 

  基礎的財政収支（ＰＢ）を2020年度までに黒字化し、同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す。 
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【施行期日】  平成30年4月1日（４①は公布の日（平成27年５月29日）､2は公布の日及び平成29年4月1日､３及び４②～④は平成28年4月1日） 

１．国民健康保険の安定化 
○国保への財政支援の拡充により、財政基盤を強化 (27年度から約1700億円､29年度以降は毎年約3400億円) 

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の 
国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

２．後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入 
○被用者保険者の後期高齢者支援金について、段階的に全面総報酬割を実施 

(26年度:1/3総報酬割→27年度:1/2総報酬割→28年度:2/3総報酬割→29年度:全面総報酬割) 

３．負担の公平化等 
①入院時の食事代について、在宅療養との公平等の観点から、調理費が含まれるよう段階的に引上げ 

(27年度:1食260円→28年度:1食360円→30年度:1食460円。低所得者､難病･小児慢性特定疾病患者の負担は引き上げない) 

②特定機能病院等は、医療機関の機能分担のため、必要に応じて患者に病状に応じた適切な医療機関を紹介する等
の措置を講ずることとする（紹介状なしの大病院受診時の定額負担の導入） 

③健康保険の保険料の算定の基礎となる標準報酬月額の上限額を引き上げ (121万円から139万円に) 

４．その他 
①協会けんぽの国庫補助率を｢当分の間16.4％｣と定めるとともに､法定準備金を超える準備金に係る国庫補助額の 
特例的な減額措置を講ずる 

②被保険者の所得水準の高い国保組合の国庫補助について、所得水準に応じた補助率に見直し 
(被保険者の所得水準の低い組合に影響が生じないよう、調整補助金を増額) 

③医療費適正化計画の見直し、予防･健康づくりの促進 
･都道府県が地域医療構想と整合的な目標(医療費の水準､医療の効率的な提供の推進)を計画の中に設定 
･保険者が行う保健事業に、予防･健康づくりに関する被保険者の自助努力への支援を追加 

④患者申出療養を創設 (患者からの申出を起点とする新たな保険外併用療養の仕組み) 

 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、持続可能な医療保険制度を構築するため、
国保をはじめとする医療保険制度の財政基盤の安定化、負担の公平化、医療費適正化の推進、患者申出療養の創設等の措置を講ずる。 

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要 
（平成27年５月27日成立） 
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平成29年4月20日 
財政制度等審議会資料 
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平成29年4月20日 
財政制度等審議会資料 
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 協会けんぽの被保険者は近年特に増加傾向にあるが、この傾向の大きな要因としては、①日本年金機構が平成２７年度から２９年度までの
３ヶ年で行っている厚生年金未適用事業所の適用促進対策、また、②平成２８年１０月から施行されている厚生年金被保険者の適用拡大が
挙げられる。 

 被保険者の増加は協会けんぽの財政にも影響を与えることから、これらの対策等により新規に加入した被保険者の特性を検証する必要があ
る。 

 しかしながら、データの制約上、これらの対策等により新規に加入した被保険者を特定することは困難であるため、便宜上、次のように新規加
入被保険者を区分した上で、各カテゴリーの新規加入被保険者の特性を比較していくこととする。 

 

○新規加入被保険者の区分 
                                                 
                                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ※ ①の対策により加入した被保険者は（１）に、②の制度改正により加入した被保険者は（２）に含まれるが、（１）、（２）には他の要因で加入し
た被保険者も含まれることに留意する必要がある。                 

 

平成２７年度中に 
新規加入した被保険者 

平成２８年４～９月に 
新規加入した被保険者 

平成２８年１０～１２月に 
新規加入した被保険者 

（１） 事業所の新規適用と同時に新規加
入した被保険者 Ａ Ｂ Ｃ 

（２） 平成２８年９月末時点で５０１人以
上の事業所に新規加入した被保険者  
（（１）に該当する者を除く） 

Ｇ 

（３） その他の新規加入した被保険者 Ｄ Ｅ Ｆ 

協会けんぽの新規加入被保険者の状況 
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（１） 事業所の新規適用と同時に 

新規加入した被保険者 

（２） 平成28年9月末時
点で501人以上の事
業所に新規加入し
た被保険者 

（３） その他の新規加入した被保険者 

  

平成27年度中 
新規加入 

平成28年4～9月新
規加入 

平成28年10～12月
新規加入 

平成28年10～12月 
新規加入 

平成27年度中 
新規加入 

平成28年4～9月新
規加入 

平成28年10～12月
新規加入 

Ａ Ｂ Ｃ Ｇ Ｄ Ｅ Ｆ 

加入者数（万人） 71.5  40.3  14.8  27.9  604.6  343.5  101.6  

被保険者数（万人） 41.5  23.6  8.7  20.8  366.7  220.2  61.5  

平均標準報酬月額（万円） 29.3  29.6  28.9  16.2  21.5  21.8  21.2  

平均年齢（歳） 43.9  44.3  45.6  45.2  38.8  38.0  40.7  

扶養率 0.724  0.709  0.692  0.340  0.649  0.560  0.652  

＜参考＞ 

○ 協会けんぽ新規適用事業所数 

  

事業所規模 

2人以下 3・4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 
100～299
人 

300～499
人 

500～999
人 

1000人以
上 

合計 

平成２７年度 89,005 29,125 17,170 4,150 752 391 229 82 14 3 8 140,929 

平成２８年４～９月 57,253 17,389 9,887 2,236 377 222 120 90 20 6 0 87,600 

○ 厚生年金新規適用事業所数 

平成２７年度 平成２８年４～９月 

新規適用事業所数 157,184 97,169 

うち、加入指導により適用と
なった事業所数 

92,550 58,727 

出典：第２７回社会保障審議会年金事業管理部会（平成28年12月21日）資料２－５ 

平成27年度以降に加入した協会けんぽ被保険者の状況 
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       部分が、28年度、29年度の 
実質的な伸びであり、年＋0.5兆円程度 

社会保障 
関係費 

 
28.9兆円 

社会保障 
関係費 

 
29.1兆円 

社会保障 
関係費 

 
30.5兆円 

社会保障 
関係費 

 
31.5兆円 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

       部分が、社会保障の充実等を除く25～27年度の
実質的な伸びであり、年平均＋0.5兆円程度 

制度改正による減（平成27年度） 
計：▲1700億円 

＜主なもの＞ 
 ・介護報酬改定（適正化分）
（▲1130億円） 

 ・協会けんぽ国庫補助の見直し
（▲460億円） 

制度改正による減（平成25年度） 
計：▲1200億円 

・生活保護の適正化（▲1200億円） 

※平成27年度までの効果額を含む。 

制度改正による減（平成26年度） 
計：▲1700億円 

＜主なもの＞ 
 ・薬価改定（▲1300億円） 
 ・「７対１入院基本料」算定病床
の要件の厳格化（▲200億円） 

（注３） 

（注２） 

（注１） 

（注１）年金国庫負担２分の１ベースの予算額。 

（注２）基礎年金国庫負担の受入超過による精算（▲0.3兆円）の影響を含めない。 
（注３）高齢者の医療費自己負担軽減措置等に係る経費の当初予算化（＋0.4兆円）の影響を含めない。 
（注４）社会保障関係費の計数には、社会保障の充実等を含む。 

 
社会保障 
関係費 

 
32.0兆円 

平成28年度 

制度改正による減（平成28年度） 
計：▲1700億円 

 ・ 薬価改定等（▲1500億円） 
 ・ 協会けんぽ国庫補助の見直し 
  （▲200億円） 

 
 
 

社会保障 
関係費 

 
32.5兆円 

制度改正による減（平成29年度） 
計：▲1400億円 

＜主なもの＞ 
 ・オプジーボ薬価引き下げ 
    （▲200億円） 
 ・高額療養費の見直し 
   （▲220億円） 
 ・後期高齢者医療の保険料軽減
特例の見直し（▲190億円） 

 ・介護納付金の総報酬割の導入
（▲440億円） 

 ・協会けんぽ国庫補助の見直し 
  （▲320億円） 

平成29年度 

◆経済財政運営と改革の基本方針2015（抄） 

  安倍内閣のこれまで３年間の経済再生や改革の成果と合わせ、社会保障関係費の実質的な増
加が高齢化による増加分に相当する伸び（1.5兆円程度）となっていること、経済・物価動向等を踏
まえ、その基調を2018年度まで継続していくことを目安とし、効率化、予防等や制度改革に取り組
む。この点も含め、2020年度に向けて、社会保障関係費の伸びを、高齢化による増加分と消費税
率引上げとあわせ行う充実等に相当する水準におさめることを目指す。 

最近の社会保障関係費の伸びについて 厚生労働省作成資料 
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   今後の制度改正（医療・介護制度改革）について 

視点 医療・介護提供体制の確保 
大きなリスクは共助 
小さなリスクは自助 

負担能力に応じた負担 効率的な医療・介護 

対応済 
○ 介護療養病床等の効率的な
サービス提供体制への転換 

○ 入院時の光熱水費
相当額に係る負担の
見直し 

○ 高額療養費の見直し 
○ 後期高齢者の保険料軽
減特例の見直し 

○ 高額介護サービス費の
見直し 

○ 介護保険における利用
者負担 

○ 介護納付金の総報酬割
導入 

○ オプジーボの薬価引下
げ 

○ 介護の福祉用具貸与価
格の見直し 

対応中 

○ 地域医療構想に沿った医療
提供体制の実現 

○ 医療費適正化計画の策定・
実現（外来医療費に係る地域
差の是正等） 

○ 薬価制度の抜本改革
（毎年薬価調査・改定、費
用対効果評価の本格導入
等）【参考１】 

今後検討
（※） 

○ 医療費適正化に向けた診療
報酬の特例の活用【～29年度
末】 

○ 病床再編等に向けた都道府
県の体制・権限の整備【～32
年央】 

○ かかりつけ医の普及の観点
からの外来時の定額負担【～
29年末／～30年度末】 

○ 市販品類似薬に係
る保険給付の見直し
【～30年度末】 

○ 軽度者に対する介
護の生活援助サービ
スその他の給付のあ
り方【30年度改定／
～31年度末】 

○ 金融資産等を考慮に入
れた負担を求める仕組み
の医療保険への適用【～
30年度末】 

○ 後期高齢者の窓口負担
のあり方【～30年度末】 

○ 診療報酬・介護報酬の
適正化 

○ 先発品価格のうち後発
品に係る保険給付を超え
る部分の負担【～29年央】
【参考２】 

○ 生活習慣病治療薬等の
処方のあり方（～29年度
末） 

平成29年4月20日 
財政制度等審議会資料 
を元に協会で作成 
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参考１ 
平成29年5月31日 
中央社会保険医療協議会 
費用対効果評価専門部会資料 
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平成29年5月17日 
社会保障審議会 
医療保険部会資料 

   先発品価格のうち後発品に係る保険給付を超える部分の負担 
参考２ 
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